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米雇用の回復トレンドは続く

楽読
（ラクヨミ）

Ｖｏｌ.211

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

※米労働省データをもとに日興アセットマネジメントが作成

市場が注目していた1月の米国の雇用統計（2/5発表）は、非農業部門雇用者数が、前月比▲2.0万人と市
場のプラス予想に反して減少した一方、失業率は、9.7%と前月（10.0%）から低下しました。両者とも雇用統
計ですが、それぞれ事業所調査と家計調査というように、別々の算出基礎データが使われています。今回、
前者の雇用者数が前月比マイナスとなったのに対し、後者の失業率が改善したため、雇用環境が改善し
ているのか悪化しているのか、わかりにくい結果となりました。

非農業部門雇用者数の産業部門毎の増減を見ると、建設業（前月比▲7.5万人）や州・地方政府（同▲4.1
万人）の落ち込みが目立っており、住宅部門の冷え込みと州・地方政府の財政悪化による雇用削減の影
響が、雇用者数減少の主因になっています。住宅部門の冷え込みについては早急な回復は期待できない
ものの、連邦政府が国勢調査のための臨時雇用を今後増やす予定であることなど、政府部門の落ち込み
は持ち直しが予想されます。また、製造業は07年1月以来はじめて増加に転じ（同+1.1万人）、民間サービ
ス部門も前月のマイナスからプラス（同+4.8万人）に転じるなど、主要産業部門で雇用は回復しており、家
計調査に基づく失業率の低下が示すように、雇用は改善方向にあると考えられます。

家計調査は事業所調査に比べて、サンプル数が少なく毎月の変動が大きく出る傾向にあり、今回のように
両者が一見異なる動きをする場合もあるため、雇用の方向性を見る上で注意が必要となります。しかし、
労働市場全体の先行指標となる人材派遣セクターの雇用者数は、今回の調査においても前月比+5.2万人
と、昨年10月からプラスが続いており、今後も雇用回復トレンドの継続が示唆されていると思われます。

非農業部門雇用者数と人材派遣セクター雇用者数の推移（前月比）
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